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 令和 2 年 7 月豪雨により、被害を受けられた皆様に、心からお見舞い申し上げます。  
 災害に伴い、国税庁からも様々な措置が講じられておりますが、今回は「令和２年７月豪雨による災害」

（特定非常災害）により被害を受けた財産の相続税及び贈与税における評価方法等の概要についてお伝えし

てまいります。熊本県内全域が特例評価の対象となっている点に注目です。 
 

Ⅰ：特定非常災害発生日前（令和２年７月２日以前）に取得した財産の評価  
① 土地等及び株式等 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

注 1：特定非常災害により被災者生活再建支援法第３条第１項の規定の適用を受ける地域（同項の規定の適 

   用がない場合は、その特定非常災害により相当な損害を受けた地域として財務大臣が指定する地域）。   

   令和 2年７月 31日現在で、次の地域が該当します。 

 

 

 

 

注 2：金融商品取引所に上場されている株式など一定のものを除きます。  

注 3：動産（金銭及び有価証券を除く）、不動産、不動産の上に存する権利及び立木をいいます。  

注 4：「調整率」については、後日、国税庁ホームページでの公開予定です。 

 

② 家屋 
特定非常災害発生日前に相続・贈与により取得した家屋の価額は、固定資産税評価額に基づき評価します。  

※令和元年中に取得した家屋は令和元年度の固定資産税評価額を用い、令和２年中に取得した家屋は令和 2
年度の固定資産税評価額を用います。   
 
Ⅱ：特定非常災害発生日以後（令和２年７月３日以後）に取得した財産の評価  
① 土地等及び株式等 
令和 2年 7月 3日から令和 2年 12月 31日までの間に相続等又は贈与により取得した土地等のうち、特定

地域内にあるものについては、「特定非常災害の発生直後の価額」に準じて評価することができます。 



また、課税時期の現況において、特定非常災害により土地等が物理的な被害を受け、原状回復していない

場合には、原状回復費用相当額（例えば、原状回復費用の見積額の 80％に相当する金額、又は市街地農地等

を宅地に転用する場合において通常必要とされる宅地造成費相当額から算定した金額）を控除した価額によ

り評価することができます。  

 

② 家屋 
令和 2年 7月 3日から令和 2年 12月 31日までの間に相続等又は贈与により被災した家屋を取得した場合

の評価方法は、次のとおりです。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
③ 株式等 
令和 2年 7月 3日において特定地域内にあった動産等の価額が保有資産の合計額の 10分の 3以上である法

人の株式等を、令和 2年 7月 3日以後同日を含むその法人の事業年度の末日までの間に相続等又は贈与によ

り取得した場合において、その株式等を類似業種比準方式又は配当還元方式により評価するときは、前ペー

ジの表の、「特定非常災害発生日前に取得した特定株式等」に準じて計算することができます。  

 
Ⅲ：申告期限の延長について 
 相続等により財産を取得した相続人等又は贈与により財産を取得した方が、前述の特例評価の適用を受けること

ができる場合の相続税又は贈与税の申告期限は、下の図の通りです。 
 なお、相続税について、相続人等のうちに、特例評価の適用を受けることができる方がいる場合、その相続人等の

全員の申告期限が次の期限まで延長されます。 
 
 
 
 
 
注：国税通則法第 11条の規定に基づき申告期限が延長された方は、令和 3年 5月 6日とその延長された期限のいず
れか遅い日が申告期限となります。 

 
今回は相続税、贈与税についてご紹介しましたが、他の税目についても申告、納付等の期限を延長されてい

ます。地域によって取扱いが異なりますので、詳細につきましては、弊社担当者にぜひご相談下さい。  
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